
（報告事項） 

 

 

議会個人情報保護条例等の改正について 

 

１ 趣旨 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号。以下「番号利用法」という。）の改正等に伴い、松本市議会個人情報保

護条例（令和５年条例第２５号。以下「議会条例」という。）及び松本市議会個人情報保

護条例施行規程（令和５年議会告示第１号。以下「議会施行規程」という。）を改正する

ことを報告するものです。 

 

２ 経過 

  ６． ８． ７  全国市議会議長会（以下「議長会」という。）から、番号利用法の

改正に伴い、「○○市議会の個人情報の保護に関する条例(例)」（以

下「議長会条例（例）」という。）を改正する予定である旨の連絡 

       ３０  令和６年度第１回松本市個人情報保護制度審議会において、理事

者側が、個人情報開示請求手続にあっては、個人情報保護を徹底す

る観点からオンラインによる個人情報の開示を慎重に考え、当面は

オンラインによる個人情報の開示は行わない旨の方針を表明 

    １１．２５  議長会から、番号利用法等の改正等に伴い、議長会条例（例）及

び「○○市議会の個人情報の保護に関する条例施行規程(例)」（以下

「議長会規程（例）」という。）の改正について通知（以下「議長会

通知」という。）を受理 

    １２．１１  議長会から、番号利用法の改正施行期日が令和７年４月１日に定

まった（令和６年１２月６日付け官報号外第２８４号）旨の連絡 

       １９  議会運営委員会において、議会条例及び議会施行規程の改正方針

を集約 

  ７． ２．１０  議会運営委員会において、議会条例及び議会施行規程の改正案を

集約 

       ２８  議会施行規程改正（告示・施行） 

 

３ 議長会通知  別紙１のとおり（議長会添付資料（別添１～４）省略） 

 

４ 議長会通知の内容（議長会条例（例）及び議長会規程（例）の改正内容） 

 ⑴ 議長会条例（例）の改正内容 

  ア 番号利用法の改正により同法第２条に第８項（カード代替電磁的記録）が新設さ

れたことに伴う引用条項の整理 

  イ 条文の見直しに伴う所要の改正（言換え範囲の訂正、接続詞の訂正等） 

 



 ⑵ 議長会規程（例）の改正内容 

  ア 健康保険証及び運転免許証とマイナンバーカードの一体化に伴い、個人情報の保

護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号。以下「法施行令」という。）及

び個人情報の保護に関する法律施行規則（平成２８年個人情報保護委員会規則第３

号。以下「法施行規則」という。）が改正されることに伴う所要の改正（定義規定の

改正、本人確認書類の見直し等） 

  イ 条文の見直しに伴う所要の改正（法施行令及び法施行規則に合わせた表現調整等） 

 ⑶ 改正時期に係る考え方 

  ア 議長会条例（例）の準じた各議会個人情報保護条例の改正時期については、各議

会の実情に応じて判断いただきたい（ただし、議長会通知後に番号利用法の改正施

行期日が令和７年４月１日に定まったことから、同日までの改正が必要）。 

  イ 議長会規程（例）に準じた各議会個人情報保護条例施行規程の改正時期について

は、健康保険証とマイナンバーカードの一体化に伴う改正については、１年間の猶

予が設けられているため、当面の支障は生じないと考えるが、運転免許証とマイナ

ンバーカードの一体化に伴う改正については、令和７年３月２４日までに改正する

必要があると考える。 

 

５ オンラインによる個人情報の開示に係る議会条例及び議会施行規程の規定 

 ⑴ 議会条例第２８条第１項及び議会施行規程第１７条第２項の規定により、電磁的記

録である個人情報の一部についてはオンラインによる開示が可能 

 ⑵ これは、個人情報保護法の改正に伴う議会の対応に係る基本方針（令和４年６月９

日決定。同年７月１２日松本市個人情報保護制度審議会に報告済み。以下「議会基本

方針」という。）において、議長会条例（例）を踏まえた例規整備を行うとしたことに

基づき、議長会規程（例）のとおりの例規整備を行ったもの 

 ※ 参考 議会基本方針 

   現行の松本市個人情報保護条例及び議長会の個人情報保護条例（例）を踏まえた例

規整備を行い、引き続き個人情報保護制度の適正運用を図る。 

  【理由】 

  ア 松本市個人情報保護条例は平成３０年２月定例会での議決により全部改正がなさ

れたばかりで、法体系としては現に適正なものとして施行されている事実があるた

め、法的安定性の観点からは現行条例を踏まえることに合理性があること。 

  イ 市民の混乱を防ぐという観点からは、執行機関と議会のそれぞれにおける個人情

報の取扱いに差異を生じさせないという考えの下で作成された議長会条例（例）を

踏まえることに合理性があること。 

 

６ 議会条例及び議会施行規程の改正方針 

次のとおり、令和６年１２月１９日開催の議会運営委員会において決定しました。 

 ⑴ 議会基本方針に基づき、議会条例については議長会条例（例）に、議会施行規程に

ついては議長会規程（例）に、それぞれ準じた改正を行う。 

 



 ⑵ 議長会通知における改正時期に係る考え方を踏まえ、議会条例の改正は令和７年２

月定例会において、議会施行規程の改正は令和７年３月２４日までに、それぞれ行う。 

 ⑶ 議会施行規程の改正に当たっては、議会基本方針の趣旨（理由）を踏まえ、オンラ

インによる個人情報の開示に係る理事者側の方針（個人情報保護を徹底する観点から

オンラインによる個人情報の開示を慎重に考え、当面オンラインによる個人情報の開

示を行わない。）に準じた改正を行う。 

 

７ 議会条例及び議会施行規程の改正内容 

 ⑴ 議会条例の改正 

   次のとおり令和７年２月定例会閉会日（３月１７日）に議案を提出予定 

  ア 議案 議第１号 松本市議会個人情報保護条例の一部を改正する条例 

  イ 改正の内容 

   (ｱ) 番号利用法の改正により同法第２条に第８項が新設されたことに伴う引用条

項の整理 

   (ｲ) 条文の見直しに伴う所要の改正（言換え範囲の限定、接続詞の訂正等） 

  ウ 新旧対照表  別紙２のとおり 

  エ 施行日    令和７年４月１日 

 ⑵ 議会施行規程の改正 

   令和７年２月２８日付け議会告示により次のとおり改正 

  ア 改正の内容 

   (ｱ) 健康保険証及び運転免許証とマイナンバーカードの一体化に伴い、個人情報の

保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号。以下「法施行令」という。）

及び個人情報の保護に関する法律施行規則（平成２８年個人情報保護委員会規則

第３号。以下「法施行規則」という。）が改正されることに伴う所要の改正（定

義規定の改正、本人確認書類の見直し、様式の見直し等） 

   (ｲ) オンラインによる個人情報の開示に係る理事者側の方針（個人情報保護を徹底

する観点からオンラインによる個人情報の開示を慎重に考え、当面オンラインに

よる個人情報の開示を行わない。）に準じ、オンラインによる個人情報の開示に

係る規定の削除 

   (ｳ) 条文の見直しに伴う所要の改正(法施行令及び法施行規則に合わせた表現調整等) 

  イ 新旧対照表  別紙３のとおり 

 ⑶ 施行日     告示の日（令和７年２月２８日。一部３月２４日施行） 

 

８ 参考 

 〇松本市議会個人情報保護条例第２８条第１項 

   （開示の実施） 

第２８条 保有個人情報の開示は、当該保有個人情報が、文書又は図画に記録されて

いるときは閲覧又は写しの交付により、電磁的記録に記録されているときはその種

別、情報化の進展状況等を勘案して議長が定める方法により行う。ただし、閲覧の

方法による保有個人情報の開示にあっては、議長は、当該保有個人情報が記録され



ている文書又は図画の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるとき、その他正当

な理由があるときは、その写しにより、これを行うことができる。 

 〇松本市議会個人情報保護条例施行規程第１７条第１項及び第２項 

（電磁的記録の開示方法） 

第１７条 条例第２８条第１項に規定する議長が定める方法は、次の各号に掲げる電

磁的記録の種別に応じ、当該各号に掲げる方法（プログラム（電子計算機に対する

指令であって、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。以

下同じ。）を用いて行う必要があるものにあっては、議会が保有するプログラムによ

り行うことができるものに限る。）とする。 

⑴ 録音テープ、ビデオテープその他音声又は映像が記録された電磁的記録 当該

電磁的記録を専用機器により再生したものの視聴又は複写したものの交付 

⑵ 前号に規定する電磁的記録以外の電磁的記録 当該電磁的記録を用紙に出力し

たものの閲覧又は交付 

２ 前項第２号の規定にかかわらず、当該電磁的記録を専用機器により再生したもの

の閲覧若しくは複写したものの交付の方法（プログラムを用いて行う必要があるも

のにあっては、議会が保有するプログラムにより行うことができるものに限る。）又

は当該電磁的記録を電子情報処理組織を使用して開示を受ける者の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルに複写させる方法により開示することが容易であると

きは、当該方法とすることができる。 



全 議 第 ３ ０ ６ 号 

令和６年１１月２５日 

 

市議会事務局長 各位 

 

全国市議会議長会 

事務総長  宮 地   毅 

 

「○○市議会の個人情報の保護に関する条例（例）」及び「○○市議会の個人

情報の保護に関する条例施行規程（例）」の一部改正について 

 

平素は本会の運営等に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、関係法令の改正により、以下のとおり「○○市議会の個人情報の保護

に関する条例（例）」及び「○○市議会の個人情報の保護に関する条例施行規

程（例）」の一部改正を行うことといたしましたので、別添のとおりご送付申

し上げます。 

 

１ ○○市議会の個人情報の保護に関する条例（例）の一部改正 

第２１３回国会において成立した「情報通信技術の活用による行政手続等に

係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るためのデ

ジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４６号）」の

施行に伴い、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律」(以下「番号利用法」という。)が改正され、同法第２条に新たに

第８項が新設されたことにより、以下の項番号が順次繰り下げられることに対

応するとともに、所要の規定の整備のため、「○○市議会の個人情報の保護に

関する条例（例）」の一部を別添のとおり改正しました。 

この改正に関しては、「刑法改正（拘禁刑の創設）に伴う市議会の個人情報

の保護に関する条例（例）の一部改正について（通知）」（令和６年８月７日付

け）を送付した電子メール本文において、番号利用法の施行期日（公布の日（ 

令和６年６月７日）から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日）が明らかになった時点で条例（例）の改正を行う予定としていましたが、

現時点でまだ政令は公布されておらず、本会への照会も多いことから、これに

係る附則の規定の仕方について、①政令の公布後に施行日を入れて改正する、

②改正法の施行日とする、の２通りのパターンでお示しすることとしました。 

つきましては、各議会の実情に応じて改正時期を判断いただきたいと考えて

います。 

070041
テキストボックス
別紙１



２ ○○市議会の個人情報の保護に関する条例施行規程（例）の一部改正（案） 

健康保険証や運転免許証のマイナンバーカードとの一体化に伴う関係施行令

及び施行規則の一部改正に対応するとともに、所要の規定の整備のため、「○

○市議会の個人情報の保護に関する条例施行規程（例）」の一部改正を行うこ

ととしました。 

このうち、健康保険証については、令和６年１２月２日に現行の保険証は廃

止になりますが、これに係る「個人情報の保護に関する法律施行規則」（以下

「規則」という。）の一部改正に関してはまだ公布されておらず、現時点の情

報によると、今月末の官報掲載（公布）、１２月２日施行で準備が進められて

いるとのことです。 

こうした状況を踏まえ、各市における改正準備作業に資するため、別添のと

おり案段階のものにはなりますが、「○○市議会の個人情報の保護に関する条

例施行規程（例）」の一部改正（案）をご送付いたします（規則が公布されま

したら改めてご連絡いたします）。 

なお、健康保険証に関する規程の改正については、１年間の猶予期間が設け

られるため、１２月２日時点までに改正しなくても支障は生じないと考えてい

ますが、運転免許証に関する規程の改正については、３月２４日までに改正す

る必要があると考えています。 

 

【送付資料】 

別添１ ○○市議会の個人情報の保護に関する条例（例）新旧対照表 

別添２ ○○市議会の個人情報の保護に関する条例施行規程（例）新旧対照表 

別添３ 〔参考〕○○市議会の個人情報の保護に関する条例施行規程（例）の

様式の改正箇所 

別添４ 規程改正に係る法改正関連資料 

・マイナンバー法等の一部改正法の概要 

・参考：発行済の健康保険証の取扱いについて 

・官報（令和５年６月９日付け号外第１２２号） 

・官報（令和６年８月１４日付け第１２８４号） 

・道路交通法の一部を改正する法律案（概要） 

・官報（令和６年１１月１日付け号外第２５７号） 

 

担当 企画議事部（議事担当） 

TEL ０３－３２６２－２３０３ 

FAX ０３－３２６３－５７５１ 

Email chousa@si-gichokai.gr.jp 



松本市議会個人情報保護条例改正案（新旧対照表） 

改正前 改正後 備考 

○松本市議会個人情報保護条例 

令和５年３月２２日 

条例第２５号 

（定義） 

第２条 （略） 

２・３ （略） 

４ この条例において「保有個人情報」とは、議会の

事務局の職員（以下この章から第３章まで及び第６

章において「職員」という。）が職務上作成し、又

は取得した個人情報であって、職員が組織的に利用

するものとして、議会が保有しているものをいう。

ただし、松本市情報公開条例（平成１３年条例第７

２号）第２条第２項に規定する公文書（以下「公文

書」という。）に記録されているものに限る。 

 

 

 

５～９ （略） 

１０ この条例において「特定個人情報」とは、行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下

「番号利用法」という。）第２条第８項に規定する

特定個人情報をいう。 

１１～１３ （略） 

○松本市議会個人情報保護条例 

令和５年３月２２日 

条例第２５号 

（定義） 

第２条 （略） 

２・３ （略） 

４ この条例において「保有個人情報」とは、議会の

事務局の職員（以下この章から第３章まで及び第６

章において「職員」という。）が職務上作成し、又

は取得した個人情報であって、職員が組織的に利用

するものとして、議会が保有しているものをいう。

ただし、松本市情報公開条例（平成１３年条例第７

２号）第２条第２項に規定する公文書（以下「公文

書」という。）に記録されているものに限る。 

 

 

 

５～９ （略） 

１０ この条例において「特定個人情報」とは、行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。第１

２条第５項において「番号利用法」という。）第２

条第９項に規定する特定個人情報をいう。 

１１～１３ （略） 

 

 

 

 

 

 

・議長会改正例に応

じた改正は不要（本条

以外に情報公開条例

の引用がなく（理事者

条例が法§78Ⅱの開

示・不開示情報の特則

規定を設けておらず、

議会条例§20 が情報

公開条例を引用して

いないため。）、言換え

不要） 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

・番号利用法改正に

伴う引用条項の整理

（議長会改正例） 

 

別紙２ 



改正前 改正後 備考 

（利用及び提供の制限） 

第１２条 （略） 

２～４ （略） 

５ 保有特定個人情報に関しては、第２項第２号から

第４号まで及び第２９条の規定は適用しないものと

し、次の表の左欄に掲げる規定の適用については、

これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の

右欄に掲げる字句とする。 

第１２条第

１項から第

２項第１号

まで 

（略） （略） 

第３８条第

１項第１号 

又は第１２条

第１項及び第

２項の規定に

違反して利用

されていると

き 

第１２条第５項の規定によ

り読み替えて適用する同条

第１項及び第２項（第１号

に係る部分に限る。）の規

定に違反して利用されてい

るとき、番号利用法第２０

条の規定に違反して収集さ

れ、若しくは保管されてい

るとき、又は番号利用法第

２９条の規定に違反して作

成された特定個人情報ファ

イル（番号利用法第２条第

９項に規定する特定個人情

（利用及び提供の制限） 

第１２条 （略） 

２～４ （略） 

５ 保有特定個人情報に関しては、第２項第２号から

第４号までの規定は適用しないものとし、次の表の

左欄に掲げる規定の適用については、これらの規定

中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる

字句とする。 

第１２条第

１項から第

２項第１号

まで 

（略） （略） 

第３８条第

１項第１号 

又は第１２条

第１項及び第

２項の規定に

違反して利用

されていると

き 

第１２条第５項の規定によ

り読み替えて適用する同条

第１項及び第２項（第１号

に係る部分に限る。）の規

定に違反して利用されてい

るとき、番号利用法第２０

条の規定に違反して収集さ

れ、若しくは保管されてい

るとき、又は番号利用法第

２９条の規定に違反して作

成された特定個人情報ファ

イル（番号利用法第２条第

１０項に規定する特定個人

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・番号利用法改正に

伴う引用条項の整理



改正前 改正後 備考 

報ファイルをいう。）に記

録されているとき 

第３８条第

１項第２号 

（略） （略） 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第１７条 議長は、その定めるところにより、議会が

保有している個人情報ファイルについて、それぞれ

次に掲げる事項その他議長が定める事項を記載した

帳簿（以下「個人情報ファイル簿」という。）を作

成し、公表しなければならない。 

 

(1)～(9) （略） 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルにつ

いては、適用しない。 

(1) 次に掲げる個人情報ファイル 

ア 議会の議員若しくは議員であった者又は職員

若しくは職員であった者に係る個人情報ファイ

ルであって、専らその人事、議員報酬、給与又

は報酬、福利厚生に関する事項その他これらに

準ずる事項を記録するもの（議長が行う職員の

採用試験に関する個人情報ファイルを含む。） 

 

イ～キ （略） 

 (2)・(3) （略） 

３ （略） 

情報ファイルをいう。）に

記録されているとき 

第３８条第

１項第２号 

（略） （略） 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第１７条 議長は、その定めるところにより、議会が

保有している個人情報ファイルについて、それぞれ

次に掲げる事項その他議長が定める事項を記載した

帳簿（第３項及び第５０条第２項第４号において

「個人情報ファイル簿」という。）を作成し、公表

しなければならない。 

(1)～(9) （略） 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルにつ

いては、適用しない。 

(1) 次に掲げる個人情報ファイル 

ア 議会の議員若しくは議員であった者又は職員

若しくは職員であった者に係る個人情報ファイ

ルであって、専らその人事、議員報酬、給与若

しくは報酬若しくは福利厚生に関する事項又は

これらに準ずる事項を記録するもの（議長が行

う職員の採用試験に関する個人情報ファイルを

含む。） 

イ～キ （略） 

(2)・(3) （略） 

３ （略） 

（議長会改正例） 

 

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例。ただし、議会

条例§50Ⅱ④は松本

市議会独自規定のた

め追加） 

 

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正前 改正後 備考 

（開示請求権） 

第１８条 何人も、この条例の定めるところにより、

議長に対し、議会の保有する自己を本人とする保有

個人情報の開示を請求することができる。 

２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は

本人の委任による代理人（以下この章において「代

理人」と総称する。）は、本人に代わって前項の規

定による開示の請求（以下この章及び第４８条にお

いて「開示請求」という。）をすることができる。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第２７条 （略） 

２ 議長は、次の各号のいずれかに該当するときは、

第２４条第１項の決定（以下この章において「開示

決定」という。）に先立ち、当該第三者に対し、議

長が定めるところにより、開示請求に係る当該第三

者に関する情報の内容その他議長が定める事項を書

面により通知して、意見書を提出する機会を与えな

ければならない。ただし、当該第三者の所在が判明

しない場合は、この限りでない。 

(1)・(2) （略） 

３ （略） 

（訂正請求権） 

第３１条 （略） 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正

の請求（以下この章及び第４８条において「訂正請

（開示請求権） 

第１８条 何人も、この条例の定めるところにより、

議長に対し、自己を本人とする保有個人情報の開示

を請求することができる。 

２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は

本人の委任による代理人（以下「代理人」と総称す

る。）は、本人に代わって前項の規定による開示の

請求（以下「開示請求」という。）をすることがで

きる。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第２７条 （略） 

２ 議長は、次の各号のいずれかに該当するときは、

第２４条第１項の決定（以下「開示決定」とい

う。）に先立ち、当該第三者に対し、議長が定める

ところにより、開示請求に係る当該第三者に関する

情報の内容その他議長が定める事項を書面により通

知して、意見書を提出する機会を与えなければなら

ない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合

は、この限りでない。 

(1)・(2) （略） 

３ （略） 

（訂正請求権） 

第３１条 （略） 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正

の請求（以下「訂正請求」という。）をすることが

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 



改正前 改正後 備考 

求」という。）をすることができる。 

３ （略） 

（訂正請求の手続） 

第３２条 （略） 

２ （略） 

３ 議長は、訂正請求書に形式上の不備があると認め

るときは、訂正請求をした者（以下この章において

「訂正請求者」という。）に対し、相当の期間を定

めて、その補正を求めることができる。 

（利用停止請求権） 

第３８条 何人も、自己を本人とする保有個人情報が

次の各号のいずれかに該当すると思料するときは、

この条例の定めるところにより、議長に対し、当該

各号に定める措置を請求することができる。ただ

し、当該保有個人情報の利用の停止、消去又は提供

の停止（以下この章において「利用停止」とい

う。）に関して他の法令の規定により特別の手続が

定められているときは、この限りでない。 

(1)・(2) （略） 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による利用

停止の請求（以下この章及び第４８条において「利

用停止請求」という。）をすることができる。 

３ （略） 

（利用停止請求の手続） 

第３９条 （略） 

できる。 

３ （略） 

（訂正請求の手続） 

第３２条 （略） 

２ （略） 

３ 議長は、訂正請求書に形式上の不備があると認め

るときは、訂正請求をした者（以下「訂正請求者」

という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正

を求めることができる。 

（利用停止請求権） 

第３８条 何人も、自己を本人とする保有個人情報が

次の各号のいずれかに該当すると思料するときは、

この条例の定めるところにより、議長に対し、当該

各号に定める措置を請求することができる。ただ

し、当該保有個人情報の利用の停止、消去又は提供

の停止（以下「利用停止」という。）に関して他の

法令の規定により特別の手続が定められているとき

は、この限りでない。 

(1)・(2) （略） 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による利用

停止の請求（以下「利用停止請求」という。）をす

ることができる。 

３ （略） 

（利用停止請求の手続） 

第３９条 （略） 

 

 

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

 

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

 



改正前 改正後 備考 

２ （略） 

３ 議長は、利用停止請求書に形式上の不備があると

認めるときは、利用停止請求をした者（以下この章

において「利用停止請求者」という。）に対し、相

当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 

（適用除外） 

第４７条 保有個人情報（不開示情報を専ら記録する

公文書に記録されているものに限る。）のうち、ま

だ分類その他の整理が行われていないもので、同一

の利用目的に係るものが著しく大量にあるためその

中から特定の保有個人情報を検索することが著しく

困難であるものは、第４章（第４節を除く。）の規

定の適用については、議会に保有されていないもの

とみなす。 

(開示請求等をしようとする者に対する情報の提供等) 

第４８条 議長は、開示請求、訂正請求又は利用停止

請求（以下この条において「開示請求等」とい

う。）をしようとする者がそれぞれ容易かつ的確に

開示請求等をすることができるよう、保有個人情報

の特定その他開示請求等をしようとする者の利便を

考慮した適切な措置を講ずるものとする。 

２ （略） 

３ 議長は、利用停止請求書に形式上の不備があると

認めるときは、利用停止請求をした者（以下「利用

停止請求者」という。）に対し、相当の期間を定め

て、その補正を求めることができる。 

（適用除外） 

第４７条 保有個人情報（不開示情報を専ら記録する

公文書に記録されているものに限る。）のうち、ま

だ分類その他の整理が行われていないもので、同一

の利用目的に係るものが著しく大量にあるためその

中から特定の保有個人情報を検索することが著しく

困難であるものは、前章（第４節を除く。）の規定

の適用については、議会に保有されていないものと

みなす。 

(開示請求等をしようとする者に対する情報の提供等) 

第４８条 議長は、開示請求、訂正請求又は利用停止

請求（以下この条において「開示請求等」とい

う。）をしようとする者がそれぞれ容易かつ的確に

開示請求等をすることができるよう、保有個人情報

の特定に資する情報の提供その他開示請求等をしよ

うとする者の利便を考慮した適切な措置を講ずるも

のとする。 

附 則（令和７年３月  日条例第 号） 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

 

 

 



松本市議会個人情報保護条例施行規程改正案（新旧対照表） 

改正前 改正後 備考 

○松本市議会個人情報保護条例施行規程 

令和５年３月３１日 

議会告示第１号 

（個人識別符号） 

第３条 条例第２条第２項の議長が定める文字、番

号、記号その他の符号は、次に掲げるものとする。 

(1)～(5) （略） 

(6) 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４

５号）第４５条第１項に規定する保険者番号及び

加入者等記号・番号 

(7) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２

８号）第１１２条の２第１項に規定する保険者番

号及び組合員等記号・番号 

(8) 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

第１１１条の２第１項に規定する保険者番号及び

被保険者記号・番号 

 

(9) （略） 

(10) 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第

９３条第１項第１号の免許証の番号 

 

 

 

 

○松本市議会個人情報保護条例施行規程 

令和５年３月３１日 

議会告示第１号 

（個人識別符号） 

第３条 条例第２条第２項の議長が定める文字、番

号、記号その他の符号は、次に掲げるものとする。 

(1)～(5) （略） 

(6) 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４

５号）第４５条第１項に規定する加入者等記号・

番号等 

(7) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２

８号）第１１２条の２第１項に規定する組合員等

記号・番号等 

(8) 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

第１１１条の２第１項に規定する被保険者記号・

番号等 

 

(9) （略） 

(10) 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第

９３条第１項第１号の免許証の番号又は同法第９

５条の２第２項第１号の免許情報記録の番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法施行規則改正に

伴う文言整理（議長会

改正例） 

・法施行規則改正に

伴う文言整理（議長会

改正例） 

・法施行令改正に伴

う文言整理（議長会改

正例） 

 

・法施行令改正に伴

う免許情報記録の番

号の追加（議長会改正

例。運転免許証とマイ

ナカード一体化に伴

うもの） 

別紙３ 



改正前 改正後 備考 

(11) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第

１５２号）第１４４条の２４の２第１項に規定す

る保険者番号及び組合員等記号・番号 

(12)・(13) （略） 

(14) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）第１６１条の２第１項に規定す

る保険者番号及び被保険者番号 

(15)～(17) （略） 

（個人の権利利益を害するおそれが大きいもの） 

第６条 （略） 

２ 議長は、条例第１１条本文の規定による通知をす

る場合には、前項各号に定める事態を知った後、当

該事態の状況に応じて速やかに、当該本人の権利利

益を保護するために必要な範囲において、次に定め

る事項を通知しなければならない。 

(1)～(5) （略） 

（開示請求等における本人確認手続等） 

第１１条 条例第１９条第２項、第３２条第２項又は

第３９条第２項の規定により提示し、又は提出しな

ければならない書類は、次の各号に掲げる書類のい

ずれかとする。 

(1) 開示請求書、訂正請求書又は利用停止請求書

（以下この条において「開示請求書等」とい

う。）に記載されている開示請求をする者、訂正

請求をする者又は利用停止請求をする者（以下こ

(11) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第

１５２号）第１４４条の２４の２第１項に規定す

る組合員等記号・番号等 

(12)・(13) （略） 

(14) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）第１６１条の２第１項に規定す

る被保険者番号等 

(15)～(17) （略） 

（個人の権利利益を害するおそれが大きいもの） 

第６条 （略） 

２ 議長は、条例第１１条本文の規定による通知をす

る場合には、前項各号に定める事態を知った後、当

該事態の状況に応じて速やかに、当該本人の権利利

益を保護するために必要な範囲において、次に掲げ

る事項を通知しなければならない。 

(1)～(5) （略） 

（開示請求等における本人確認手続等） 

第１１条 条例第１９条第２項、第３２条第２項又は

第３９条第２項の規定により提示し、又は提出しな

ければならない書類は、次の各号に掲げる書類のい

ずれかとする。 

(1) 開示請求書、訂正請求書又は利用停止請求書

（以下この条において「開示請求書等」とい

う。）に記載されている開示請求をする者、訂正

請求をする者又は利用停止請求をする者（以下こ

・法施行規則改正に

伴う文言整理（議長会

改正例） 

 

・法施行令改正に伴

う文言整理（議長会改

正例） 

 

 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法施行令改正に伴

う健康保険証の削除

（議長会改正例。健康

保険証の廃止に伴い、



改正前 改正後 備考 

の条において「開示請求者等」という。）の氏名

及び住所又は居所と同一の氏名及び住所又は居所

が記載されている運転免許証、健康保険の被保険

者証、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律第２条第７項に規

定する個人番号カード、出入国管理及び難民認定

法第１９条の３に規定する在留カード、日本国と

の平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法第７条第１項に規定す

る特別永住者証明書その他法律又はこれに基づく

命令の規定により交付された書類であって、当該

開示請求者等が本人であることを確認するに足り

るもの 

(2) （略） 

２～５ （略） 

（開示決定の通知） 

第１２条 条例第２４条第１項の議長が定める事項

は、次に掲げる事項とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 電子情報処理組織（議会の使用に係る電子計算

機と開示を受ける者の使用に係る電子計算機とを

電気通信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。第１７条第２項において同じ。）を使用して

保有個人情報の開示を実施する場合における準備

に要する日数その他当該開示の実施に必要な事項

の条において「開示請求者等」という。）の氏名

及び住所又は居所と同一の氏名及び住所又は居所

が記載されている運転免許証、行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律第２条第７項に規定する個人番号カード、

出入国管理及び難民認定法第１９条の３に規定す

る在留カード、日本国との平和条約に基づき日本

の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例

法第７条第１項に規定する特別永住者証明書その

他法律又はこれに基づく命令の規定により交付さ

れた書類であって、当該開示請求者等が本人であ

ることを確認するに足りるもの 

 

(2) （略） 

２～５ （略） 

（開示決定の際に通知すべき事項） 

第１２条 条例第２４条第１項の議長が定める事項

は、次に掲げる事項とする。 

(1)～(3) （略） 

 

 

 

 

 

 

本人確認書類から削

除するもの。なお、健

康保険証の経過措置

（～R7.12.2）及び資

格確認書については

「その他法律又はこ

れに基づく命令の規

定により交付された

書類であって、当該開

示請求者等が本人で

あることを確認する

に足りるもの」として

引き続き本人確認書

類となるもの 

 

・所要の整備（議長会

改正例） 

 

 

・理事者方針（オンラ

インによる個人情報

の開示は行わない。）

に合わせて削除する

もの 

 



改正前 改正後 備考 

（電磁的記録の開示方法） 

第１７条 （略） 

２ 前項第２号の規定にかかわらず、当該電磁的記録

を専用機器により再生したものの閲覧若しくは複写

したものの交付の方法（プログラムを用いて行う必

要があるものにあっては、議会が保有するプログラ

ムにより行うことができるものに限る。）又は当該

電磁的記録を電子情報処理組織を使用して開示を受

ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに複写させる方法により開示することが容易であ

るときは、当該方法とすることができる。 

３ （略） 

様式第３号（第１０条関係） 

 （別紙） 

 

 

 

 

様式第３号の２（第１１条関係） 

 （別紙） 

様式第４号（第１３条関係） 

 （別紙） 

 

 

様式第１１号の２（第１８条関係） 

（電磁的記録の開示方法） 

第１７条 （略） 

２ 前項第２号の規定にかかわらず、当該電磁的記録

を専用機器により再生したものの閲覧若しくは複写

したものの交付の方法（プログラムを用いて行う必

要があるものにあっては、議会が保有するプログラ

ムにより行うことができるものに限る。）により開

示することが容易であるときは、当該方法とするこ

とができる。 

 

 

３ （略） 

様式第３号（第１０条関係） 

 （別紙） 

 

 

 

 

様式第３号の２（第１１条関係） 

 （別紙） 

様式第４号（第１３条関係） 

 （別紙） 

 

 

様式第１１号の２（第１８条関係） 

 

 

・理事者方針（オンラ

インによる個人情報

の開示は行わない。）

に合わせて削除する

もの 

 

 

 

 

 

・理事者方針（オンラ

インによる個人情報

の開示は行わない。）

に合わせた改正 

・法施行令改正に伴

う健康保険証の削除 

・法施行令改正に伴

う健康保険証の削除 

・理事者方針（オンラ

インによる個人情報

の開示は行わない。）

に合わせた改正 

・法施行令改正に伴



改正前 改正後 備考 

 （別紙） 

様式第１２号（第２０条関係） 

 （別紙） 

様式第１８号（第２５条関係） 

 （別紙） 

 

 

 

 （別紙） 

様式第１２号（第２０条関係） 

 （別紙） 

様式第１８号（第２５条関係） 

 （別紙） 

附 則（令和７年２月２８日議会告示第１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。ただし、第

３条第１０号の改正規定は、令和７年３月２４日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この告示よる改正前の松本市議会個人情報保護条

例施行規程の規定による様式は、当分の間、この告

示による改正後の松本市議会個人情報保護条例施行

規程の規定による様式とみなす。 

う健康保険証の削除 

・法施行令改正に伴

う健康保険証の削除 

・法施行令改正に伴

う健康保険証の削除 

 

 

 


























